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１．新経済連盟について
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• 経済団体 2012年に活動を開始し、今年で7年目。

• 会員数 500社超

• 3つのミッション（ Innovation・Entrepreneurship・Globalization）
を掲げ、日本における新産業・新ビジネスの発展のために活動。

New
Economy

新しい経済



２．基本的経済政策「Japan Ahead2」
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政策を改訂
『JAPAN AHEAD 2』
（2018年4月発表）

◆インテリジェント・ハブ化構想
・ヒト、チエ、カネを日本に、法人税の引き下げ、イノベーション・スタートアップ支援など
◆最先端社会・スマートネイション
・デジタルファースト社会の推進、キャッシュレス社会、シェアリングエコノミーの推進など
◆人口減少・労働力不足問題への対応
・移民政策、社会保障制度改革、超観光立国など



日本にイノベーションを起こす必要性
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(出典)2017年10月1日日経新聞の記事より抜粋

(出典)2017年10月１1日日経新聞の記事より抜粋

日本の時価総額ランキング

➢ 産業構造が転換し、米国中国のデータ活用企業が世界を席捲。
日本企業の存在感は急速に後退。

➢ 日本はまだまだ産業構造転換が進んでいない。

３．我々の問題意識



４．我々の目指す経済社会像と政策目標
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➢ 民でできることは徹底的に民に、自由な経済活動の確保、規制は最小化

➢ 失敗を許容し、再挑戦のできる社会

➢ 多様性のある社会

➢ 情報を徹底公開し、可視化されるあらゆる情報をもとに正当な信用・評価が多

様な手法で行われる社会

イノベーション大国

政策目標



５．基本施策と税制改正要望
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施策プラン 考え方 税制改正要望

インテリジェント・
ハブ化構想

①ヒト、チエ、カネを日本に
➢ 法人税の引き下げ
➢ 海外からの招致者への税制上（所得税、住民税
など）の優遇措置

②イノベーション・スタートアップ支援

➢ スタートアップ等へのリスクマネーの供給促進
➢ イノベーション企業等への税制特例

➢ スタートアップ等の企業の海外展開の阻害要因
をなくす

③社会還元のためのフィランソロ
ピー

➢ 『フィランソロピー・エコシステム』の形成

最先端社会・ス
マートネイション

④デジタルファースト社会の構築
➢ デジタルネイションの実現に向けた税制再検討
➢ インターネットセキュリティ税制

⑤キャッシュレス社会の推進
➢ 政府への支払いを原則キャッシュレス化
➢ キャッシュレスを阻害する規制の見直し

人口減少・労働
力不足問題への
対応

⑥外国人受け入れ ➢ 外国人にとって働きやすい環境の整備



①ヒト、チエ、カネを日本に

要望の背景

国境を超えた人材獲得競争が世界的に始まっている。海外から優秀な人材
や成長する企業を集め、我が国がハブ化していくためには、国際競争力のあ
る外国人や外国企業が日本に来やすい環境整備が重要。

具体的要望事項

①法人税の引き下げ
➢ 企業の国際競争力を左右する法人税を20％程度に引き下げ
（OECDの平均値は22.34％ ※ジェトロHPより）

②海外からの招致者への税制上（所得税、住民税など）の優遇措置
➢ 海外から招致する起業家・技術者に対する所得税・住民税の大胆な優遇
➢ 海外から招致した企業に対する法人税の優遇(欠損長期繰越しなど)
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②イノベーション・スタートアップ支援

要望の背景

日本に産業構造の転換を起こすようなイノベーションには、イノベーション企業とス
タートアップの存在が不可欠。スタートアップへの創業支援を促すだけにとどまらず、
海外展開において阻害要因をなくしていく施策も必要。

具体的要望事項

①スタートアップ等へのリスクマネーの供給の促進
➢ エンジェル税制の要件・手続きの改革
➢ 法人版エンジェル税制の創設
(企業によるスタートアップへの直接投資を対象とし、100％損金算入可とするなど)

➢ 研究開発税制の対象拡大
(企業による研究開発目的のベンチャー投資も対象にする)

②イノベーション企業等への税制特例
➢ イノベーション企業に対する法人税特例(実効税率10%)
➢ 個人所得税、相続税の米国並みの引下げ

③スタートアップ等の企業の海外展開の阻害要因をなくす
➢ 国外転出時課税制度の見直し(海外展開の準備等事業目的での出国の場合は、一定の簡便な手続きで担
保提供不要という適用除外措置を講ずる) ※フランスで同様の制度が既にある
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国外転出時課税制度の見直し
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国外転出時課税制度の見直し
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③社会還元のためのフィランソロピー

要望の背景

資金の出し手（公益財団等）が、非営利組織や社会的企業に対し、中長期に
わたって資金提供・経営支援を行うことで社会的課題の解決を図る「ベンチャー・
フィランソロピー」等の促進に向け、以下のような施策が必要

具体的要望事項

①『フィランソロピー・エコシステム』の形成
➢ 公益法人を機動的に設立できるよう、公益法人の理事等に係る親族制限等の撤廃
➢ ベンチャー・フィランソロピーが公益法人制度上の「公益目的事業」として認められるための要件の

明確化
➢ 中長期的・弾力的な資金支援の阻害要因となっている、公益法人の「収支相償原則」について、

事前規制的手法から事後規制的手法へ転換
➢ 資金の受け手の法人格に関わらず、柔軟に資金供給ができるよう、関連制度の見直し（エンジェ

ル税制・ベンチャー投資促進税制と同等の効果を持つ税制の非営利法人への適用、高い社会的
インパクトを生んでいる法人（営利・非営利にかかわらず）の認証制度・税制優遇制度 等）
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④デジタルファースト社会の構築

要望の背景

官・民サービスを含めた社会全体のデジタル化の徹底による国民の利便性の向上と国全
体の競争力の向上に向け、対面・書面・押印・印紙４原則の完全撤廃や、行政手続き
のワンスオンリーの実現、行政による『ＡＰＩ開放の義務化』などデジタルネイションの実現
が不可欠。
また、企業にとってのサイバーリスクが甚大な被害を招くこともあり、セキュリティー対策は喫
緊の課題。セキュリティー人材不足の解消に向け、税制面からの支援も必要。

具体的要望事項

①デジタルネイションの実現に向けた税制の再点検
➢ 税務を含めた業務の電子化に対する対応（電子帳簿保存法の見直しなど）
➢ ＩＴに係る減価償却期間（ソフトウェア、LAN設備等の減価償却期間の再検討）

②インターネットセキュリティ税制
➢ 企業でのセキュリティ教育実施のための税制支援
➢ 産業界におけるセキュリティ人材の採用に関する税制支援
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⑤キャッシュレス社会の推進

要望の背景

近年日本でもキャッシュレス化の進展が見られるが、海外と比較して大きく遅れているのが事
実。経済活動だけでなく、政府への支払いについて、納税者の利便性の向上と税務手続き
に関わるデータ活用推進に向けて、キャッシュレス化を推進する。また、現金納付手続きの負
担軽減による官民のコスト削減にもつなげる。

具体的要望事項

①政府への支払いを原則キャッシュレス化
➢ 地方税の電子納税100%、 交通反則金の電子納付、国庫金事務の電子化推進などを
行い、キャッシュレスによる支払いを推進する。
（※エストニアでは電子納税が実施され、企業コストは従業員1名あたり7ユーロ削減されている）

➢ 自治体がマイナポータルにおける公金決済機能を積極的に活用するようにする。

②キャッシュレスを阻害する規制の見直し
➢ チャージ型コード決済での印紙税の非課税
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⑥外国人受け入れ

要望の背景

人口減少等による需要不足・マーケットサイズ縮小や、労働力不足による供給体制不備等へ
の対応策を早急に立てる必要がある。

具体的要望事項

①外国人にとって働きやすい環境の整備
➢ 外国人受け入れ企業への優遇策 (外国語対応を進める企業への税制面を含めた優
遇、日本人社員による英語研修費用・検定試験受験費用等の所得税優遇など)
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